別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：都市計画総務費
	事業名:都市計画等推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　都市建築部　都市政策課　地域計画・政策企画担当　電話番号：058-272-1111（内3756･3753）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11654@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：477千円（前年度予算額：533千円）

	事業内容


	１　事業の内容


都市計画を実質的に行う市町村等に対し、都市計画制度を運用していく上で必要となる情報等を提供したり、意見交換や助言を行うことにより、各市町村が抱える問題を解決するための支援を行う。
「中心市街地活性化基本計画」を策定する市町村、本基本計画の実施に向けて多様な関係者の調整・協議の場となる「中心市街地活性化協議会」に対し、助言等を行うことにより、中心市街地の活性化を支援する。

（１）都市計画研究会の開催

・都市計画法の改正等に係る情報提供、都市計画基礎調査の次回実施に向けた準備や都市計画区域マスタープランのフォローアップ等のための意見交換を年２回開催。
（２）中心市街地活性化の支援

・岐阜市・中津川市・大垣市・高山市の４市において、中心市街地活性化基本計画が策定され、中心市街地活性化協議会が設立されているため、本協議会にオブザーバーとして参加するなど、基本計画の円滑な実施や変更について助言するとともに、新たに市町村が基本計画を策定する場合には支援を行う。
	２　所要経費


（１）都市計画研究会の開催　265
（２）市町村中心市街地活性化への支援　212
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
４ 人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる
・県都市計画区域マスタープランの見直しにより、都市の更なる郊外化を抑制する
・中心市街地活性化基本計画に基づく中心市街地の活性化など、まちづくりに対する総合支援を行う
	２　これまでの取組状況


　平成18年度以降延べ６回にわたって都市計画研究会を開催し、市町との意見交換や広域調整等を実施したほか、平成23年度においては各市町を訪問し、各市町が抱える都市計画上の課題について共有認識を深めた。
　また、大垣市及び中津川市の中心市街地活性化協議会にオブザーバーとして参加し、中心市街地活性化基本計画の立案・変更、円滑な実施に向けて、情報提供や助言を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成19年～平成21年の都市計画基礎調査の実施及び平成22年定期見直し（都市計画区域の再編、区域マスタープラン改定、区域区分変更等）の円滑な実施に寄与した。

　平成19年度に岐阜市、平成20年度に中津川市、平成21年度に大垣市の中心市街地活性化基本計画が国の認定を受けた。今後も引き続き基本計画の策定や実施に向け、支援を行う。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	533
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	533

	要求額
	477
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	477

	1月20日時点査定額
	477
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	477

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


